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Abstract

Cryogenic technologies are expected to play a role in next-generation infrastructure. To effectively utilize these 
technologies, it is essential to accurately evaluate the thermal transport properties of the constituent materials in various 
temperature ranges. Thermal diffusivity, which is the rate of heat transfer inside a material and has SI units of m2 s−1, is 
the primary choice for assessing thermal transport properties of solid materials. A flash method is the most common 
method for measuring thermal diffusivity owing to its reliability and precision. The paper shows the measurement 
techniques of the flash method and the status of standard materials for thermal diffusivity. In the paper, we also denote the 
problem of performing the flash method at low temperatures and discussed the future directions for research and 
development.

1　はじめに

　近年，次世代インフラを切り開く技術として期待され
る低温技術への注目が高まり，低温域における熱伝導特
性の計測が重要視されている．この分野では，量子情報
技術，液体水素を用いたエネルギー源，超電導技術など，
さまざまな応用が進展している．例えば，液体ヘリウム
を用いた 4 K 以下の環境では，量子技術が次世代情報
インフラを担うと期待されている．内閣府の資料によれ
ば，2030 年には量子技術による国内の付加価値額が 1.2
兆円に達すると予測1) されている．量子チップを冷却す
るクライオスタットは，最低 10 mK 以下の極低温まで
冷却する必要があるため，熱管理が極めて重要である．
一般に，クライオスタット内での温度が 1 K 以下とな
る場合には，熱流入を極力抑える必要があり，構成素材
の熱伝導特性がシステムの正常な動作に直結する．この

ため，低温域における熱伝導計測技術の確立が量子技術
の基盤として欠かせないものとなる．また，液体窒素の
温度である 77 K 付近の温度域では，高効率な送電用に

（高温）超電導ケーブルが着目されている．これは電力
供給コストの削減を目指した技術であり，液体窒素を循
環させて冷却する仕組みを採用している．（高温）超電
導ケーブルの実用化に向けた基本的な技術を確立するた
め，古河電工は液体窒素温度下で 500 m 超電導ケーブ
ルのフィールド試験を成功させた2)．しかし，500 m の
ケーブルでは約 600 W の熱損失が発生し，さらにケー
ブルの曲がり部ではその 4 倍から 6 倍に達する熱損失が
確認されている．こうした熱損失を最小限に抑えるため
には，構成素材の熱伝導特性を詳細に把握し，適切な熱
管理を行うことが重要である．このように低温技術は次
世代インフラの構築に不可欠な要素となりつつある．低
温技術を効果的に運用するためには，各温度域における
構成素材の熱伝導特性を正確に評価することが求められ
る．

技 術 資 料

* 物質計測標準研究部門 熱物性標準研究グループ

481産総研計量標準報告　Vol.11, No.4 2026 年 3 月



　熱拡散率は，非定常状態における物質の熱伝導を表現
する方程式に関連する物理量である．具体的には，系に
熱的な擾乱を与えた後，その温度分布が熱平衡状態に緩
和するときの速さを表す．そのため，この物理量は，一
部のヨーロッパの文献では「温度伝導率（Temperature 
conductivity）」とも呼ばれることがある3) が，本調査報
告書では「熱拡散率（thermal diffusivity）」を使用する．
等方性物質における一方向の熱伝導が定常状態にある場
合には，下記のフーリエの方程式が成立する．

　
𝑄𝑄
𝐴𝐴 = 𝜅𝜅 (∂𝑇𝑇

∂𝑥𝑥) (1) 

  

 (1)

ここで，温度勾配 ∂T / ∂x の影響下にある領域 A の単位
時間に流れる熱量は Q となり，κ は熱伝導率である．す
なわち，熱伝導率は，定常状態において，単位時間およ
び単位温度勾配あたり単位面積の表面に垂直な方向に伝
達される熱量として定義できる．熱物性が温度に依存し
ないが，温度が時間 t とともに変化する場合の方程式は
以下のようになる．

　𝜌𝜌𝐶𝐶p
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 𝑘𝑘 𝑑𝑑2𝑇𝑇

𝑑𝑑𝑑𝑑2  (2) 

  

 (2)

ここで，ρ は密度，Cp は定圧における比熱容量である．
また，式（2）は下記のように書き直せる．

　
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 𝛼𝛼 𝑑𝑑2𝑇𝑇

𝑑𝑑𝑑𝑑2  (3) 

  

 (3)

式（3）における α は，k / （ρ Cp）と同じであり，熱拡散
率として知られている．その単位は m2 s−1 である．こ
こで注意すべきは，式（1）および式（2）で表されるよ
うな一次元の熱伝導の場合，熱伝導率，密度，および比
熱は，位置と温度に依存しない定数として扱われる．こ
の近似は，均質な試料であれば，一般的に許容可能であ
る．
　熱輸送に関連する主要な物性値である熱伝導率と熱拡
散率は，いずれも工業的に非常に重要な値である．これ
らは，比熱容量および密度を介して相互に換算可能であ
り，どちらか一方の値が判明していればもう一方を計算
することができる．そのため，どちらを直接測定するか
は，評価対象や測定目的に応じて選択される．例えば，
熱伝導率を測定するためには，式（1）で示されるフー
リエ則に基づくような定常法が採用される．実際の測定
では，試料の両端に一定の温度勾配をかけ，温度分布が
安定するまで待った後，試料を通る熱流束を測定するこ
とで熱伝導率を評価する．この方法は，素材そのものだ

けでなく，実際の材料の形状や形態における実効的な熱
伝導率を評価できるという利点がある．しかしながら，
温度分布を安定させた定常状態を実現するには時間を要
するため，測定時間は比較的長くなる傾向がある．一方
で，式（3）から判断できるように，熱拡散率は時間変
化する加熱に対し加熱部分から一定距離を離れた位置で
の温度変化（温度応答）を測定することで評価できる．
定常状態まで待つ必要が無いため，短時間で測定が可能
な点が特徴である．そのため，熱拡散率の測定は実用的
に伝熱特性を評価する際の第一候補である．ただし，前
述したように，熱拡散率の測定対象は，基本的に均質で
ある試料（素材）が前提となることに留意が必要である．

（国研）産業技術総合研究所の計量標準総合センター
（National Metrology Institute of Japan: NMIJ）では，熱拡
散率の代表的な測定方法であるフラッシュ法を用いて，
熱拡散率の評価および標準物質の値付けを行っている．
　本調査研究では，熱拡散率計測技術であるフラッシュ
法に注目して，現行の測定技術および熱拡散率標準物質
の供給状況について調査する．また，低温に拡張する際
の技術的な問題点を明らかにするとともに，今後の研究
開発の方向性を検討する．

2　熱拡散率の測定技術

　熱拡散率は，時間変化する加熱に対し加熱部分から一
定距離を離れた位置での温度応答を測定する非定常法に
よって評価する．非定常法には，一定の熱流を一定時間
だけ与えるステップ加熱法「代表例：細線加熱法4)」，
パルス的に加熱するパルス加熱法「代表例：レーザフラッ
シュ法5)」，および周期的に加熱する周期加熱法「代表例：
3ω 法6)」などがある．NMIJ が公開している計量標準報
告では，熱拡散率に関連する調査研究7)–9) もあるため，
必要に応じて参照されたい．
　計量標準の観点から見ると，標準設定に関わる計測技
術として，現在レーザフラッシュ法が日本を含む多くの
国で金属やセラミックスの熱拡散率を計測する国家標準
として採用5) されている．また，近年では，パルス光加
熱サーモリフレクタンス法も，薄膜の熱拡散率を計測す
る国家標準として日本で採用10) されている．
　ここで，1 回のパルス加熱における理想的な一次元熱
伝導について考える．図 1 は，断熱真空下に置かれた厚
さd ，比熱容量Cp ，密度ρ を有する平板試料の片面 (x = 0)
を時刻 t = 0 において，時間幅が無視できるほど瞬間的
に熱量 Q を加えた際の過渡的な温度変化を示したもの
である．時刻 t における試料内の位置 x での温度応答は，
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以下の式（4）で表される．11)

　 𝑇𝑇(𝑥𝑥, 𝑡𝑡) = ∆𝑇𝑇 [1 + 2 ∑ cos (𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑑𝑑 ) exp (−(𝑛𝑛𝑛𝑛)2 𝑡𝑡

𝜏𝜏0
)

∞

𝑛𝑛 = 1
] (4) 

  

 (4)

ここで，ΔT = Q / (ρ Cp d) である．この加熱によって， 
加熱面（x = 0）の温度が上昇し，その熱が徐々に反対面

（x = d）に伝わることで，最終的に温度分布が緩和し， 
t = τ0 以降で熱的平衡状態に達する（τ0 = d2 / α は熱拡散
時間）．この理想的な一次元熱伝導現象を基礎として，
加熱源にパルス光源を用い，反対面の温度応答を評価す
る手法がフラッシュ法である．
　1961 年に Parker ら12) は，キセノンランプを用いて円
板状の固体試料を加熱し，その試料の裏面での温度変化
をもとに熱拡散率を算出する方法を提案した．その後，
レーザ装置の普及に伴い，加熱源としてキセノンランプ
の代わりにレーザ光を使用する「レーザフラッシュ法」
へと発展した．図 2 は，レーザフラッシュ法の模式図を
示す．セットアップとしては，左側から順に，レーザ光
を加熱源とし，レーザの回り込みを制限するための絞り，
両面に黒化膜処理を施したサンプル，そしてふく射を検
出する光学系で構成される．試料表面の黒化膜は黒体ス
プレーによって形成され，加熱用のパルスレーザ光を吸
収して熱に変換する役割を果たす．また，反対面の黒化
膜は放射率を高めることで，ふく射を通じて温度変化を
センシングする役割を担う．この手法により，非接触か
つ簡便に熱拡散率を評価できる．
　図 3 には，加熱面とその反対面における理想的な温度
応答曲線（時間経過に対する変化）を示す．縦軸は反対

面の最大温度上昇 ΔT で，横軸は熱拡散時間で規格化さ
れている．理想条件において，反対面の温度が最高温度
の 1/2 まで上昇するのに要した時間 t1/2 を用いた場合，
熱拡散率 α との近似式は以下の式（5）になる．

　𝛼𝛼 = 0.1388 𝑑𝑑2

𝑡𝑡1 2⁄
 (5) 

  

 (5)

この式から熱拡散率を求める手法をハーフタイム法と呼
ぶ．12)

　理想的には，断熱真空下に置かれた試料の一次元熱伝
導・熱拡散現象を観測して，熱拡散率を評価できれば良
いが，実際の測定では熱損失などが生じ，完全な一次元
性の実現は難しい．また，試料サイズや計測システムを
構成する計測器の仕様の都合で，適用範囲が制限される
場合も考えられる．測定結果は，これらの事項を考慮し
てその信頼性を検討する必要がある．NMIJ では，図 4
に示すような測定装置を整備している．13) 図 4 のシステ
ムは，試料厚さを測定するリニアゲージ，波長 1064 nm
の Nd:YAG レーザ（パルス幅約 300 μs）を用いたパル

図1： パルス加熱における一次元の温度応答．式（4）を
図示したグラフ．

図2： レーザフラッシュ法の模式図．レーザを透過する試
料を想定．

図3： 加熱面（x = 0）と反対面（x = d）の温度応答曲線．
式（4）を図示したグラフ．
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ス加熱光源，試料加熱の反対面の温度変化を観測する赤
外放射計（InSb 素子搭載，中心波長約 4 μm），測定温度
を記録する R-Type の熱電対，および試料を断熱および
真空に近い状態で保持する真空チャンバ（電気炉を含む）
で構成される．測定対象は直径 10 mm，厚さ数 mm の
固体材料である（NMIJ では円柱だけでなく，正方形の
試料の依頼試験の受け入れも行っている）．正確な熱拡
散率測定のため，試料の厚さ方向のみに一次元の熱拡散
現象を再現するための工夫が施されている．具体的には，
パルス光源からの光は光ファイバ，モードミキサ，レン
ズを通じて強度分布が均一で，試料の直径よりも十分に
大きいビーム径のパルス光に成形され，加熱面の全面に
照射される．また，円板試料の側面からのふく射による
熱損失の影響を避け，一次元の熱拡散現象に基づく温度
変化を得るため，試料中央部の直径約 3 mm の小さな領
域の温度変化を非接触で測定する赤外放射計が使用され
る．この装置は，できる限り理想的な熱拡散現象を再現
し，高い信頼性をもった測定が可能である．
　ただし，実際に得られる信号は指数関数的な熱損失が
存在するため，熱損失を想定した関係式で温度上昇曲線
をフィッティングする必要14) がある．Cowan 15) や Watt
ら16) は熱損失を想定した時の試料の反対面温度上昇曲
線全体の解析解を提案した．これを用いることで試料の
熱拡散率と熱損失の大きさを表すパラメータである Biot
数が同時に決定できる．また Cape ら17) は Biot 数 Y が0.05
より大きい場合には熱損失を考慮する必要があると述
べ，その際に適用できる展開式を提案した．その後，
Josell ら18) は Cape らの展開式の高次項にある誤りを訂
正した．訂正した Josell らの式と Capeらの式との誤差は，
Biot 数 Y が約 0.2 のときに 1 %，Biot 数 Y が 1 のときに

6 % を超える．この時の試料反対面の温度変化は

　𝑇𝑇(𝑡𝑡) = ∆𝑇𝑇 ∑ 𝐴𝐴𝑚𝑚 exp (−𝑋𝑋𝑚𝑚2 ∙
𝑡𝑡
𝜏𝜏0
)

∞

𝑚𝑚=0
(6) 

  

 (6)

ここで，

　𝐴𝐴𝑚𝑚 = 2(−1)𝑚𝑚𝑋𝑋𝑚𝑚2 (𝑋𝑋𝑚𝑚2 + 2𝑌𝑌 + 𝑌𝑌2)−1, 
  

　　𝑋𝑋0 ≈ (2𝑌𝑌)0.5 (1 − 𝑌𝑌
12 +

11𝑌𝑌2

1440) ,  

  m ≧ 1 のとき，

　 𝑋𝑋𝑚𝑚 ≈ 𝑚𝑚π + 2𝑌𝑌
𝑚𝑚π −

4𝑌𝑌2
(𝑚𝑚π)3 + ( 16

(𝑚𝑚π)5 −
2

3(𝑚𝑚π)3) ∙

𝑌𝑌3 + ( −80
(𝑚𝑚π)7 −

16
3(𝑚𝑚π)5) 𝑌𝑌

4
 

　　

𝑋𝑋𝑚𝑚 ≈ 𝑚𝑚π + 2𝑌𝑌
𝑚𝑚π −

4𝑌𝑌2
(𝑚𝑚π)3 + ( 16

(𝑚𝑚π)5 −
2

3(𝑚𝑚π)3) ∙

𝑌𝑌3 + ( −80
(𝑚𝑚π)7 −

16
3(𝑚𝑚π)5) 𝑌𝑌

4
 

  
となる．上記の熱損失を考慮した温度変化からフィッ
ティングを行う．具体的には，図 5 における t3 から t4
の時間帯の最小自乗法および t1 から t2 の時間帯の等面
積法によって信頼性の高い熱拡散率を決定する．また，
NMIJ では，SI の基本単位系（長さ，時間，温度の各物
理量）で不確かさ評価を行っており，試験片厚さの分布，
検出器の時間応答性，試料温度を測定する熱電対などの
不確かさを合成し，熱拡散率測定の相対拡張不確かさが
3.2 % 以上19) であることがわかっている．

3　熱拡散率の標準物質とその供給範囲

　熱拡散率の標準供給範囲とその標準物質について紹介
する．図 6 の実線部分が各国の計量標準研で標準供給さ

図4： NMIJ が所有するフラッシュ法の模式図．DMM は
デジタルマルチメータを示す．

図5： 熱損失の影響を含む温度上昇曲線．フィッティング
の解析区間を示す．
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れている物質の熱拡散率であり，等方性黒鉛（NMIJ 
CRM 5804b），セラミック（NMIJ CRM 5807a），ガラス
セラミック（BCR-724，欧州標準物質計測研究所），お
よび石英ガラス（NMIJ CRM 5809a）がある．
温度範囲は室温から最大 1500 K となり，低温での熱拡
散率の標準供給はされていない．また，これら物質の熱
拡散率は約 10−6 m2 s−1 から 10−4 m2 s−1 のオーダーに収
まっている．基本的に室温以下における熱拡散率の測定
には課題があり，データブックなどに記載されている室
温以下の熱拡散率は，式（3）の関係式から見積もられ
た間接的な値である．Purdue 大学が発刊したデータブッ
ク20) （Thermophysical Property Research Center, TPRC）も
しくは産業技術総合研究所が開発・運営している分散型
熱物性データベース21) から見積もることができる銅，
金，サファイアの室温以下での熱拡散率は 10−4 m2 s−1

を超えており，標準供給の範囲から外れた値である．低
温技術を効果的に運用するには低温域における構成素材
の熱伝導特性を正確に評価する必要がある．そのため，
低温における熱拡散率測定の課題を解決しつつ，標準供
給から外れている熱拡散率の値を高い信頼性で測定でき
る技術を構築する必要がある．

4　フラッシュ法を低温で運用する課題

　フラッシュ法の原理は，加熱面の反対面のふく射を赤
外放射計でセンシングして温度上昇を評価する方法が採
用される．ここで，ふく射はプランク則に従うため，ふ
く射の強度・波長・温度の関係式は次式で求められる．

　

 

𝐿𝐿(𝜆𝜆, 𝑇𝑇) = 2𝐶𝐶1
𝜆𝜆5 ∙ 1

exp (𝐶𝐶2
𝜆𝜆𝑇𝑇) − 1

 (7) 

  

 (7)

ここで，L（λ,T）は分光放射輝度，λ は物体から発散す
る放射の波長，T は物体の絶対温度，C1 および C2 は，
そ れ ぞ れ， 放 射 の 第 1 定 数（c2 h） お よ び 第 2 定 数

（c h / k）となる（c：真空中の光の速度，h：プランク定数，
k：ボルツマン定数）．式（7）で求めた黒体の分光放射
輝度（ふく射スペクトル）を図 7 に図示する．ふく射ス
ペクトルのエネルギー強度（図 7 における全波長帯の積
分）は，T の 4 乗に比例（ステファン・ボルツマンの法
則）することから，低温になればエネルギー強度は指数
関数的に低下する．そのため赤外放射計によるふく射検
出が困難になり，信号の S/N 低下が予測される．また，
ふく射スペクトルは長波長シフトしているが，長波長

（10 μm 以上）の検出に対応する熱型の検出素子（ボロ
メータやサーモパイルなど）は応答速度が遅いため，フ
ラッシュ法には適応できない．すなわち，低温において
はふく射による温度応答の測定が困難であるため，低温
になるほどフラッシュ法による測定は本質的に実施が難
しいといえる．したがって，低温環境においても高精度
でフラッシュ法を適用し，熱拡散率を評価するためには，
低温下でも適切に機能する温度応答測定技術の確立が求
められる．以下に，低温での温度応答測定技術を用いた
熱拡散現象の測定例について報告する．

図6： 熱拡散率の標準供給範囲（実線）．白抜きマーカー
はデータベースから見積もられた間接的な熱拡散率
の値であり，点線はガイドラインである．

図7： ふく射スペクトルの温度依存性．式（7）を図示し
たもの．
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●MCTセンサを用いたフラッシュ法
　赤外放射計を用いたフラッシュ法では，ふく射で熱拡
散挙動を捉えるために，比較的速い応答速度の光起電力
型の素子が採用される．スタンダートなフラッシュ法装
置は，InSb 素子を搭載した赤外放射計を用いてふく射
を検出する．これは，InSb 素子が比較的高い分光感度
22)（約 1011 cm Hz0.5 W−1）を持ち，1 μm から 5 μm の波
長範囲を検出できるためである．この波長範囲はプラン
ク則から考えると，室温以上のふく射の測定に適してい
る．一方，代表的な赤外検出素子として感度が最も高い
のは InGaAs 素子（約 1012 cm Hz0.5 W−1）になる．しかし，
長波長タイプでも 2.5 μm までしか対応できないため，
室温付近のふく射測定には不適であり，フラッシュ法に
おける赤外検出素子としてはほとんど採用されていな
い．
　室温以下の低温におけるふく射を赤外放射計で検出す
る，従来技術を基にしたフラッシュ法装置も販売されて
おり，その赤外放射計には MCT 素子が搭載されている．
MCT 素子は，水銀（Hg），カドミウム（Cd），テルル（Te）
を用いた光起電力型素子であり，分光感度（最大約
1010 cm Hz0.5 W−1）は InSb 素子よりやや低い23) ものの，
対応波長範囲が 2 μm から 12 μm と広く，プランク則に
基づくふく射スペクトルの長波長シフトに対応できる．
　図 8 に，NETZSCH 社が提供するアプリケーションノー
ト24) からデータを抽出した銅板（厚み 235 μm）の熱拡
散率測定結果と文献値の比較を示した．図 2 に示す同じ
原理による測定で，加熱光源はフラッシュランプ，検出
器は MCT センサが使用された．この装置では約 200 K
付近まで測定可能だが，それ以下ではふく射信号の強度
が弱まるため，実測値は示されていない．この事実は，
200 K 程度がふく射検出の限界であることを示唆してい
る．MCT センサを用いたフラッシュ法は，従来と同様

に非接触で熱拡散率を測定でき，検出速度も十分である
点が長所である．しかし一方で，ふく射の強度が弱くな
るため，200 K が測定限界となることが課題として挙げ
られる．

●接触式センサを用いた測温技術（フラッシュ法）
　低温におけるふく射のスペクトル強度の減衰・長波長
シフトに依存しない手法として，サンプル自体に接触式
センサを取り付けて加熱反対面の温度応答を評価するフ
ラ ッ シ ュ 法 装 置 も 販 売 さ れ て い る． 図 9 は TA 
instruments 社の接触式センサを用いた装置概略図とカタ
ログ25) から抽出した無酸素高伝導銅（OFHC）の熱拡散
率の測定値と文献値である．MCT センサでは計測でき
なかった 100 K まで測定ができており，文献値とほぼ
一致した値を示した．また，研究レベルではあるが，加
熱反対面に測温抵抗体として電極（金もしくはカーボン
ペースト）を成膜し，加熱反対面の温度応答を評価し，
熱拡散率を 4 K まで測定した例26) も存在する．接触式
センサを用いたフラッシュ法は，表面の温度応答を直接
測定できるため，ふく射では測定できなかった極低温領
域まで測定可能な点が長所となる．ただし，接触部分か
らの熱逃げの懸念や検出速度は接触材料の熱容量や形状
に依存してしまう点が課題として挙げられる．

図8： 文献24) から修正引用したグラフ．LFA 467 はレーザ
フラッシュ法の製品名．

図9： （a）TA Instruments 社の接触式センサを用いたフラッ
シュ法概略図．（b）文献25) から修正引用したグラフ．
DXF 900は同社の IR検出器による装置．DXF200+は，
接触式センサを用いたフラッシュ法装置．

(a)

(b)
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●サーモリフレクタンス現象を用いた測温技術
　サーモリフレクタンス（TR）とは，温度変化によっ
て特定波長の物体表面での反射率が変化する現象を指
す．基準温度における反射率 R0 が，小さい温度変化 ΔT
が発生したときに生じる反射率変化 ΔR は，表面温度と
反射率の変化の関係は線形近似でき，式（8）のように
表現できる．27)

　
∆𝑅𝑅
𝑅𝑅0

= ( 1
𝑅𝑅0

∂𝑅𝑅
∂𝑇𝑇) ∆𝑇𝑇 = 𝐶𝐶∆𝑇𝑇 (8) 

 

 (8)

ここで，C は相対的 TR 係数，∂R / ∂T は TR 係数である．
この TR 現象を利用した測温技術を時間分解測定に拡張
することで，過渡的な現象（熱拡散率）を評価10), 28) で
きる．低温環境下でも TR 現象を用いて熱拡散現象を評
価できるかを調査するため，アルミニウムを代表例とし
て，2 種類の基準温度（370 K および 120 K）における
反射率変化 ΔR / R0 と照射波長 λ の関係29) を図 10 に示
した．
　図 10 に示すように，反射率変化が最大となるのは波
長約 800 nm であり，アルミニウムの 1.55 eV のバンド
間遷移エネルギーに対応する．また，ΔR / R0 の振幅に
関わる要素の温度依存性が小さいため，370 K および
120 K でも ΔR / R0 の振幅は変わらない．ここで，ΔR / R0

の振幅に関わる要素は金属によって異なるが，金属の
ΔR / R0 の振幅は一般的に低温でも維持される．30)–35) こ
の低温でも信号（反射率変化）の感度が変わらないこと
を活かして，メタマテリアルの低温熱物性評価が行われ
た研究36) もある．
　具体的には，図 11 に示すように，架橋したシリコン

薄膜の中央部にアルミニウム薄膜を蒸着し，このアルミ
ニウム膜に加熱光と反射率測定のための検出光（測温光）
を照射する．アルミニウム膜の左右のシリコン薄膜には
規則的に配列された円孔構造があり，この構造を介して
熱が拡散する．その拡散時間を，検出光による反射率変
化を利用して 4 K から 300 K まで測定した研究である．
この手法は，通常のフラッシュ法と同様に非接触で熱拡
散挙動を追跡できる．また，ふく射を利用する場合とは
異なり，4 K まで測定できる点が大きな特徴となる．さ
らに，光学測定であるため，温度応答の検出速度が高速
である点も長所となる．しかし一方で，信号感度自体が
弱いため，この研究36) では，104 回程度の平均化処理を
行った信号を解析に使用しなければならない点が課題と
して挙げられる．

5　低温域における温度センシング技術のまとめと展望

　表 1 で，室温以下における温度応答を測定可能なセン
シング技術をまとめる．ふく射方式では非接触で比較的
高速な実験が可能だが，極低温での測定には適さない．
一方で，接触方式は極低温での測定が可能であるが，接
触部からの熱の逃げや検出速度の低下といったデメリッ
トが懸念される．これに対し，サーモリフレクタンス

（TR）法は非接触の利点を活かしながら極低温測定が可
能であり，さらに高速な評価が可能という特長がある．
ただし，信号強度が弱い点が課題として挙げられる．こ
れらの中では，感度面での課題を解決できれば，サーモ
リフレクタンス技術が，低温フラッシュ法のセンシング
技術として有望であると考えられる．
　今後，低温フラッシュ法の実現に向けて，サーモリフ
レクタンス法の課題である信号強度の低さを克服する手

図10： 文献29) から修正引用したグラフ．実線はガイドラ
インとなる．

図11： 文献36) を参考にした模式図．（a）架橋されたシリ
コンメタマテリアルの上面図．（b）デバイスの断
面図および測定模式図．パルス加熱光と測温光を
アルミニウム薄膜に照射する．
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段を模索し，同技術をフラッシュ法に組み込む方向で研
究を進めていく．
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